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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

　①当事業年度の経営成績

当事業年度における外食業界は、個人消費に回復傾向が見られるものの、消費税増税、円安進行による原材料価格

の高騰やエネルギーコストの上昇、７月の二度に渡る週末台風の直撃、労務コストの高騰や採用難等により、引き続

き厳しい経営環境で推移いたしました。

このような状況の中、当社は「味覚とサービスを通して都会生活に安全で楽しい食の場を提供する」という経営理

念のもと、コンセプトの「あったら楽しい」店づくり、「手の届く贅沢」の提供を具現化するため、メニュー改訂や接

客サービスの向上による既存店のブラッシュアップに積極的に取り組んでまいりました。

お客様が気付き、気持ち良く入店していただくための、目立つ黄色のベンチコートを着用した店顔（店頭）でのお

声掛けや、椿屋グループの白サロンとカチューシャに代表される綺麗なユニフォームや身だしなみ、御会計時に綺麗

な10円玉をお渡しする等の取り組みは、確実に成果を上げております。

人事面では、フレックス社員やキャスト（アルバイト）の積極的な活用により、店舗や管理部門のスリム化を推進

しております。また、経費削減面では、配送費や販促物等を根本的に見直し、収益力向上に繋げております。さらに、

ＩＳＯ２２０００（食品安全マネジメントシステム）認証取得に関しましては、引き続き全社一丸となって取り組ん

でおります。

新規出店及びリニューアルでは、平成27年２月に椿屋カフェららぽーと横浜店が１階から２階に場所を移してリニ

ューアルオープン、食事メニューを増やしたことが同フロアを訪れるお客様のニーズに合い、オープン以降、対前期

比70％増の売上を続けております。また、４月には京王笹塚駅フレンテ笹塚に「椿屋カフェ」をオープン、こちらも

順調なスタートを切っております。

以上の結果、売上高は103億57百万円（前期比2.9％増）、営業利益は５億46百万円（同3.0％増）、経常利益は５億60

百万円（同5.4％増）となり、増収増益となりました。

部門別の概況につきましては、以下のとおりです。

【カフェカンパニー】

『椿屋珈琲グループ』（期末店舗数39店舗 １店増加）

第一ブランド

最高立地、最高級家具、食器を取り揃え「古き良き時代、大正ロマン」を感じさせる内装・雰囲気の中で、その

時代にマッチしたユニフォーム、ブラウス、サロン、カチューシャを身につけ、ホスピタリティ溢れる落ち着いた

上品な接客のもと、自社焙煎のスペシャリティ珈琲、手作りケーキ、特製カレーをゆっくりと嗜んで頂く、脱日

常・時空間を提供しております。

第二ブランド

ターミナルショッピングセンターのファッションフロア等、幅広い客層（ファミリー等）に対応する良質のフー

ドメニュー（ソース・生麺 全て自社生産で原則無添加）で親切な接客でおもてなししております。

当事業年度は、第一ブランドの「椿屋珈琲店銀座新館」、第二ブランドの「椿屋カフェコレットマーレみなとみら

い店」、「椿屋カフェフレンテ笹塚店」を新規出店、また、業態変更により、「椿屋カフェ柏高島屋ステーションモー

ル店」、「椿屋カフェららぽーと横浜店」をリニューアルオープンし、売上高は、33億16百万円（前期比10.3％増）

となりました。

『ダッキーダックグループ』（期末店舗数30店舗 増減なし）

幅広い年代の女性をターゲットとし、自社ケーキ工房や店内ケーキスタジオで作られるフレッシュなケーキ、ト

レンドを押さえた野菜豊富なフードメニューを提供しております。

当事業年度は、「ダッキーダック相模大野ステーションスクエア店」、「ダッキーダックキッチン聖蹟桜ヶ丘店」を

リニューアルオープンし、売上高は、28億14百万円（前期比2.6％増）となりました。
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【ダイニングカンパニー】

『ドナグループ』（期末店舗数29店 １店舗減少）

「スパゲッティ食堂」をコンセプトに、美味しい自社製生パスタをメインにお洒落なピッツァと一品料理、良質

なワインがリーズナブルな価格で、１人でも、カップル・グループでも楽しんでいただける店舗として、お客様に

ご利用いただいております。

当事業年度の売上高は、20億68百万円（前期比9.4％減）となりました。

『ぱすたかん・こてがえしグループ』（期末店舗数18店 増減なし）

創作お好み焼き・もんじゃ焼きを中心に、時には手品等エンターテイメントのある元気な接客でおもてなしして

おります。セルフクッキングでの共食の楽しさをお酒やソフトドリンクで心ゆくまで楽しんでいただける店舗とし

て、お客様にご利用いただいております。

当事業年度は、「相模大野ぱすたかん」をリニューアルオープンし、売上高は、12億77百万円（前期比0.4％減）

となりました。

【その他】

ソース・焙煎珈琲豆・焼き菓子・ケーキ・ドレッシング等の外販の他、平成26年７月に出店した「プロントシャ

ル桜木町店」を含む「プロント」６店舗の運営を行っており、売上高は、８億81百万円（前期比17.5％増）となり

ました。

　②次期の見通し

消費税増税の悪影響による外食市場の縮小、輸入食材並びにエネルギーコストの上昇等、当社を取り巻く環境は、

引き続き厳しいものと想定されます。

このような状況下、当社は「東京圏ベストロケーション」、「女性ターゲット」、「ライトフード」をメインテーマに、

店舗の立地、内装、商品（メニュー・サイズ・価格）、接客サービスを奥深く掘り下げ、「手の届く贅沢」を満喫でき

る店づくりをさらに推進してまいります。

以上によって、通期では、売上高107億円（前期比3.3％増）、営業利益６憶78百万円（前期比24.2％増）、経常利益

７億円（前期比25.0％増）、当期純利益３億71百万円（前期比37.2％増）を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末における総資産は70億79百万円となり、前事業年度末比１億73百万円減少しました。これは、主に

現金及び預金が減少したことによるものです。

負債は26億45百万円となり、前事業年度末比３億93百万円減少しました。これは、主に１年内返済予定の長期借

入金が減少したことによるものです。

純資産は44億33百万円となり、前事業年度末比２億20百万円増加しました。

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、15億84百万円で前事業年度末に比較して

２億５百万円減少しました。当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において営業活動の結果得られた資金は、８億86百万円で前事業年度と比較して１億30百万円減少し

ました。これは主に法人税等の支払額が増加したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、４億27百万円で前事業年度と比較して２億27百万円減少し

ました。これは主に有形固定資産の取得による支出等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、６憶63百万円で前事業年度と比較して86百万円増加しまし

た。これは主に長期借入金の返済による支出等によるものです。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年４月期 平成24年４月期 平成25年４月期 平成26年４月期 平成27年４月期

自己資本比率（％） 47.2 49.3 55.7 58.1 62.6

時価ベースの自己資本比率（％） 35.7 44.2 69.3 68.4 82.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（倍）

4.5 2.3 3.2 1.2 1.6

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

10.4 20.7 15.9 34.9 47.0

　 ・自己資本比率：自己資本／総資産

　 ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 ・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　 ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　 （注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

　 （注２）営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

います。

　 （注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、将来の事業展開と経営体質強化のための内部留保を重視する一方、株主に対する利益還元を行うことは

経営上の重要課題と認識しており、経営基盤の強化と自己資本比率の向上を図りつつ、安定的な配当の継続を基本

としております。

当事業年度につきましては、業績を勘案し、期末配当金（平成27年７月３日支払開始）は前事業年度に対して１

株当たり５円増額し、１株当たり20円とし、すでにお支払いの中間配当金10円とあわせた年間配当は１株当たり５

円増額の30円といたしました。

次期の配当につきましては、安定的な配当の継続という基本方針により、中間配当金１株当たり15円、期末配当

金１株当たり15円、年間30円を予定しております。

　

（４）事業等のリスク
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当社の経営成績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、文中にある将来に

関する事項は、当事業年度末（平成27年４月30日）現在において当社が判断したものです。

①食材の調達と安全性に係るリスク

当社は、安全で安心な食材を提供するため、信頼性の高い仕入先から継続して食材を調達し、また通関時の検査

結果の確認に加え、定期的に自主検査も実施して安全性を確認しております。

しかし、鳥インフルエンザ問題に代表されるような疫病の発生、天候不順、自然災害の発生等により、食材の調

達不安や食材価格の高騰などが起こり、一部のメニューの変更を余儀なくされるケースも想定され、当社の業績に

影響を与える可能性があります。

②セントラルキッチンおよび店舗での衛生管理に係るリスク

当社は、セントラルキッチンを所有し、スパゲッティの生麺とソース、ドレッシングおよびフレッシュケーキ・

焼き菓子を製造し、店舗へチルド配送しております。

セントラルキッチンおよび店舗においては、厳しい品質管理と衛生検査を実施しておりますが、万一当社店舗に

おいて食中毒が発生した場合には、営業停止処分などにより当社の業績に影響を与える可能性があります。

③自然災害のリスク

当社の営業活動や工場所在地を含む地域で大規模な地震や洪水等の災害が発生した場合、被災状況によっては、

正常な事業活動ができなくなり、当社の業績に影響を与える可能性があります。

④店舗の賃借物件への依存に係るリスク

当社の大部分の店舗は、賃借しております。賃貸借契約のうち、特に、定期賃貸借契約は、契約終了後再契約さ

れない可能性があります。このような場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

⑤財政状態に係るリスク

当社は賃借による出店を基本としているため、家主に対する差入保証金・敷金残高が当事業年度末で、それぞれ、

４億77百万円、14億54百万円あります。

差入保証金・敷金が家主の財政状態の変化によって返還されない場合、当社の業績に影響を与える可能性があり

ます。

⑥減損会計に係るリスク

当社において、今後経営環境の変化により、店舗の収益性が悪化し、固定資産の減損会計に基づき減損損失を計

上する事になった場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。

２．企業集団の状況

該当事項はありません。

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、「味覚とサービスを通して都会生活に安全で楽しい食の場を提供する」という経営理念のもと、「あった

ら楽しい」、「手の届く贅沢」をコンセプトとして、「東京圏ベストロケーション」で「ライトフード」を「女性ター

ゲット」に提供することを目的に、「カフェカンパニー」（高級喫茶を中心とした「椿屋珈琲グループ」と、お洒落

なライトフード、ケーキ、スイーツを提供する「ダッキーダック」を統括）、及び「ダイニングカンパニー」（スパ

ゲッティ専門店「スパゲッティ食堂ドナ」と創作お好み焼き「ぱすたかん・こてがえし」を統括）を１都３県（東

京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）に集中出店しております。
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（２）目標とする経営指標

当社では、総合指標として売上高利益率を、安全性の指標として自己資本比率を重視しております。また、外食

業界で重要な経営指標の一つであるＦＬコスト(売上原価と人件費の合計、ＦＯＯＤとＬＡＢＯＲに係るコスト）の

売上高比を低減することが重要と考えております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

人口減少、少子高齢化が一段と進み、消費者ニーズの多様化、業界内や中食市場との競争激化等厳しい経営環境

が続くものと予想されます。このような状況下、当社の経営理念、コンセプトはその訴求力がますます高まるもの

と考え、競合他社との差異化により優位性を高める高付加価値経営に取り組み、企業価値向上を目指してまいりま

す。

（４）会社の対処すべき課題

①メニュー・接客サービスの向上

味わう美味しさの前に、目で見る楽しさ・美しさ、さらに食するイメージを求めたメニュー開発（価格・サイ

ズ・見た目等）と、社内調理士制度の活用により調理技術の向上に努めてまいります。また、競合他社との差異化

を図り、現在取り組み中である、お客様から「ありがとう」をいただける接客サービスを進化させ、さらにリピー

ターが広まる店づくりを目指してまいります。

②ローコストオペレーション

自社生産拠点である、カミサリー（生麺・ソース・ドレッシング製造）、コンフェクショナリー（ケーキ、焼き菓

子製造）、椿屋ロースター（コーヒー豆焙煎）での内製化率を高め、ＦＬコスト（原材料費と人件費の合計、ＦＯＯ

ＤとＬＡＢＯＲに係るコスト）の売上高比率低減を目指してまいります。またフレックス社員、キャスト（アルバ

イト）の採用、教育、訓練を強化し、接客・調理のクオリティーを高めるとともに、ワンマネージャー制や地区ご

との一体運営をさらに進めてまいります。

③衛生管理・食品安全の向上

世界標準化機構により制定されたＩＳＯ２２０００（食品安全マネジメントシステム）認証取得に向けて、全社

一丸となって取り組み、店舗と店舗への製品供給拠点であるカミサリー、コンフェクショナリー、椿屋ロースター

の合理的業務推進と食品安全の徹底に努めてまいります。

④路面店・ビルインへの出店

大型商業施設は、定期賃貸借契約が増えたことにより、退店のリスクが高まる傾向にあり、また、営業時間も制

約を受けることから、今後は路面店やビルインタイプの店舗の開発を強化してまいります。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、会計基準につきましては、日本基準を適用して

おります。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年４月30日)

当事業年度
(平成27年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,789,996 1,584,938

売掛金 70,141 71,964

ＳＣ預け金 208,659 221,999

商品及び製品 29,083 28,760

原材料及び貯蔵品 69,006 70,167

前払費用 107,704 108,063

繰延税金資産 39,924 33,915

その他 21,319 23,318

貸倒引当金 △451 △459

流動資産合計 2,335,383 2,142,668

固定資産

有形固定資産

建物 3,515,384 3,749,819

減価償却累計額 △2,463,481 △2,642,321

建物（純額） 1,051,903 1,107,497

構築物 684 684

減価償却累計額 △684 △684

構築物（純額） 0 0

機械及び装置 2,392 2,392

減価償却累計額 △2,191 △2,233

機械及び装置（純額） 201 159

車両運搬具 3,723 3,723

減価償却累計額 △3,530 △3,600

車両運搬具（純額） 193 123

工具、器具及び備品 845,569 928,901

減価償却累計額 △681,711 △750,967

工具、器具及び備品（純額） 163,858 177,933

土地 1,118,599 1,118,599

建設仮勘定 5,749 1,360

リース資産 745,715 871,173

減価償却累計額 △365,347 △493,072

リース資産（純額） 380,367 378,100

有形固定資産合計 2,720,873 2,783,772

無形固定資産

ソフトウエア 1,095 824

リース資産 1,965 2,094

電話加入権 9,944 9,944

無形固定資産合計 13,004 12,863
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年４月30日)

当事業年度
(平成27年４月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 25,841 26,749

出資金 300 300

従業員に対する長期貸付金 120 -

長期前払費用 16,084 20,545

繰延税金資産 142,955 157,996

差入保証金 501,154 477,521

敷金 1,497,305 1,454,196

その他 - 2,800

貸倒引当金 △1 △0

投資その他の資産合計 2,183,759 2,140,109

固定資産合計 4,917,637 4,936,746

資産合計 7,253,021 7,079,414

負債の部

流動負債

買掛金 236,339 237,708

1年内返済予定の長期借入金 503,192 124,612

1年内償還予定の社債 90,000 90,000

リース債務 153,350 150,155

未払金 349,102 332,315

未払賞与 107,528 101,824

未払費用 69,481 69,774

未払法人税等 199,410 132,424

未払消費税等 65,861 145,528

預り金 9,609 9,716

前受収益 2,045 2,045

店舗閉鎖損失引当金 1,163 2,775

資産除去債務 4,600 12,500

その他 60 153

流動負債合計 1,791,746 1,411,535

固定負債

社債 370,000 280,000

長期借入金 231,742 257,130

リース債務 260,382 262,374

退職給付引当金 269,693 285,095

資産除去債務 95,312 128,839

長期預り金 1,500 1,500

長期預り敷金 19,484 19,484

固定負債合計 1,248,114 1,234,422

負債合計 3,039,860 2,645,958

純資産の部

株主資本

資本金 673,341 673,341

資本剰余金

資本準備金 683,009 683,009

資本剰余金合計 683,009 683,009

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 2,550,000 2,770,000

繰越利益剰余金 321,587 321,331

利益剰余金合計 2,871,587 3,091,331
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自己株式 △19,098 △19,215

株主資本合計 4,208,839 4,428,466

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,320 4,989

評価・換算差額等合計 4,320 4,989

純資産合計 4,213,160 4,433,455

負債純資産合計 7,253,021 7,079,414
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年５月１日
　至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年４月30日)

売上高 10,066,212 10,357,972

売上原価

商品及び原材料期首たな卸高 39,289 39,798

製品期首たな卸高 23,212 28,367

当期商品仕入高 1,750,052 1,681,544

当期製品製造原価 950,648 1,056,691

ロイヤリティー 15,538 19,210

合計 2,778,742 2,825,611

商品及び原材料期末たな卸高 39,798 35,244

製品期末たな卸高 28,367 27,840

売上原価合計 2,710,576 2,762,527

売上総利益 7,355,636 7,595,444

販売費及び一般管理費 6,825,265 7,049,383

営業利益 530,370 546,061

営業外収益

受取利息 232 225

受取配当金 511 493

受取家賃 23,681 25,971

協賛金収入 4,700 4,358

広告料収入 5,866 -

その他 2,761 7,011

営業外収益合計 37,753 38,060

営業外費用

支払利息 26,813 15,969

社債利息 2,860 2,367

不動産賃貸原価 1,523 1,398

その他 5,515 4,094

営業外費用合計 36,713 23,829

経常利益 531,411 560,292

特別損失

固定資産除却損 43,650 36,160

店舗閉鎖損失 605 -

店舗閉鎖損失引当金繰入額 1,163 2,775

減損損失 5,746 33,534

特別損失合計 51,165 72,470

税引前当期純利益 480,245 487,821

法人税、住民税及び事業税 229,939 226,151

法人税等調整額 △12,200 △9,023

法人税等合計 217,738 217,128

当期純利益 262,507 270,692
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 平成25年５月１日 至 平成26年４月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 673,341 683,009 683,009 2,300,000 360,031 2,660,031

当期変動額

別途積立金の積立 ― ― ― 250,000 △250,000 ―

剰余金の配当 ― ― ― ― △30,570 △30,570

剰余金の配当(中間配

当)
― ― ― ― △20,380 △20,380

当期純利益 ― ― ― ― 262,507 262,507

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― ― 250,000 △38,443 211,556

当期末残高 673,341 683,009 683,009 2,550,000 321,587 2,871,587

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △19,052 3,997,328 2,086 2,086 3,999,414

当期変動額

別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― △30,570 ― ― △30,570

剰余金の配当(中間配

当)
― △20,380 ― ― △20,380

当期純利益 ― 262,507 ― ― 262,507

自己株式の取得 △45 △45 ― ― △45

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
― ― 2,234 2,234 2,234

当期変動額合計 △45 211,511 2,234 2,234 213,746

当期末残高 △19,098 4,208,839 4,320 4,320 4,213,160
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当事業年度(自 平成26年５月１日 至 平成27年４月30日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 673,341 683,009 683,009 2,550,000 321,587 2,871,587

当期変動額

別途積立金の積立 ― ― ― 220,000 △220,000 ―

剰余金の配当 ― ― ― ― △30,570 △30,570

剰余金の配当(中間配

当)
― ― ― ― △20,379 △20,379

当期純利益 ― ― ― ― 270,692 270,692

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
― ― ― ― ― ―

当期変動額合計 ― ― ― 220,000 △256 219,743

当期末残高 673,341 683,009 683,009 2,770,000 321,331 3,091,331

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △19,098 4,208,839 4,320 4,320 4,213,160

当期変動額

別途積立金の積立 ― ― ― ― ―

剰余金の配当 ― △30,570 ― ― △30,570

剰余金の配当(中間配

当)
― △20,379 ― ― △20,379

当期純利益 ― 270,692 ― ― 270,692

自己株式の取得 △116 △116 ― ― △116

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
― ― 668 668 668

当期変動額合計 △116 219,626 668 668 220,294

当期末残高 △19,215 4,428,466 4,989 4,989 4,433,455
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年５月１日
　至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 480,245 487,821

減価償却費 481,942 556,355

減損損失 5,746 33,534

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,820 15,402

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 7

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 1,163 1,611

受取利息及び受取配当金 △743 △719

支払利息 26,813 15,969

社債利息 2,860 2,367

固定資産除却損 43,650 36,160

店舗閉鎖損失 605 -

売上債権の増減額（△は増加） △18,116 △15,162

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,596 △837

前払費用の増減額（△は増加） △4,712 △982

その他の流動資産の増減額（△は増加） 3,596 1,794

長期前払費用の増減額（△は増加） △8,004 △11,293

仕入債務の増減額（△は減少） 9,213 1,369

未払金の増減額（△は減少） 34,032 △7,070

未払賞与の増減額（△は減少） △4,936 △5,703

未払費用の増減額（△は減少） 972 1,433

未払法人税等（外形標準課税）の増減額
（△は減少）

7,805 202

未払消費税等の増減額（△は減少） 37,095 94,938

預り金の増減額（△は減少） △5,191 107

その他 6,436 △8,955

小計 1,109,901 1,198,350

利息及び配当金の受取額 454 470

利息の支払額 △29,123 △18,854

法人税等の支払額 △64,330 △293,341

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,016,901 886,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △599,536 △457,858

無形固定資産の取得による支出 △440 -

固定資産の除却による支出 △7,457 △10,065

貸付金の回収による収入 760 580

差入保証金の差入による支出 △19,741 -

差入保証金の回収による収入 22,032 20,032

敷金の差入による支出 △96,290 △64,674

敷金の回収による収入 65,702 107,132

資産除去債務の履行による支出 △19,783 △23,131

店舗閉鎖に伴う支出 △605 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △655,359 △427,984

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 - 150,000

長期借入金の返済による支出 △271,392 △503,192

社債の償還による支出 △90,000 △90,000

リース債務の返済による支出 △165,408 △169,502

自己株式の取得による支出 △45 △116

配当金の支払額 △50,729 △50,885
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財務活動によるキャッシュ・フロー △577,576 △663,697

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △216,033 △205,057

現金及び現金同等物の期首残高 2,006,029 1,789,996

現金及び現金同等物の期末残高 1,789,996 1,584,938
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

（資産除去債務の見積額の変更）

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、退店等の新たな情報の入手に

伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費用に関して見積りの変更を行いました。見積りの変更による増加額

を変更前の資産除去債務に37,897千円加算しております。

なお、当該見積りの変更による、当事業年度の損益への影響は軽微であります。

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

　当社は、フードサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

１株当たり純資産額 　2,067円29銭 １株当たり純資産額 2,175円43銭

１株当たり当期純利益金額 　128円80銭 １株当たり当期純利益金額 　132円82銭

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度

（平成26年４月30日）

当事業年度

（平成27年４月30日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 4,213,160 4,433,455

普通株式に係る純資産額(千円) 4,213,160 4,433,455

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数（株） 2,038,010 2,037,965

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日)

当事業年度
(自 平成26年５月１日
至 平成27年４月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 262,507 270,692

普通株式に係る当期純利益(千円) 262,507 270,692

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 2,038,022 2,037,980

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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